
- 1 - 

 

後期基本計画の骨格（現計画） （参考） 

関連分野別計画 

第１次総合計画の総括  第２次総合計画・前期基本計画における方向性 

基本施策の大綱 基本施策 主な成果 主な課題 事業投資概要  活用すべき経営資源 市を取り巻く外部環境 新たな施策展開の視点 

快適な都市空間

の創造 

 

[産業の振興] 
企業活動の促進・雇用の創出 
にぎわいの場の創造・商店街の
活性化 
農林業の振興 

 
地域産業活性化計画 
農業経営基盤 

◇市内民間産業団地等へ
の４社の企業進出 

◇既存事業所の設備投資
拡大の促進 

◇ウェルカメ商品券の発行
による消費喚起 

◇公的創業支援ネットワー
ク「カメヤマ創業アシス
ト」の形成 

◇保証料補給制度の創設 
◇認定農業者の増加及び
営農組合の設立 

◇市内間伐材の公共施設
の建築及び文化財建造
物の保存修理への活用 

◇民間ネットワークとのつな
がりの強化 

◇国等関係機関との連携
の強化による雇用環境
の改善 

◇にぎわいゾーンにおける
商店数の確保と空き店
舗への対策 

◇商業者や商業団体の主
体的な取組の促進 

◇「儲かる農業」「攻めの農
業」への取り組み支援 

◇担い手の高齢化及び後
継者不足 

◇林業事業体の施業の集
約化・団地化 

 

 
[総額：23億6,979万円] 

 
前期：20億6,809万円 
後期：_ 3億  170万円 
 
 

[主な実施事業] 
産業振興奨励事業 
民間賃貸共同住宅新築促進奨
励事業 
中小商業レベルアップ推進事
業 
就農支援モデル事業 
農業者育成支援事業 
中山間地域等直接支払交付金
事業 
 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○幹線道が直結する交通の要
衝であり、アクセスや物流面
に優れている 

○内陸部に位置し、災害リスク
が低い 

[弱み] 
○買物需要が周辺都市に流出
し、地元購買力が低下気味
である 

○後継者不足により、事業を承
継する事業者・組織が少な
い 

 

[機会] 
○国の大胆な金融緩和等の経
済政策の展開 

○地方創生に伴う本社機能移
転の促進 

○都市住民の地方移住志向
の高まり 

[脅威] 
○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○TPP の大筋合意による関税
撤廃 

○商店街の衰退、地域間経済
格差の増大 

○平成２９年４月に向けた消費
税増税の動き 

■地理的条件を活かした工業
団地への立地促進 

■市民、商店街、商工会議所
等の様々な主体との連携強
化 

■移住施策と連携した担い手
の確保及び市内産業の活性
化 

■農林作物のブランド化、６次
産業化及び農商連携 

■TPP 協定発効に備えた農業
者の生産コスト削減や収益
向上への意欲の持続促進 

 [美しい都市環境の創造] 
都市づくりの推進 
景観づくりの推進 
住環境の向上 
上下水道の整備 

 
都市マスタープラン 
景観計画 
住生活基本計画 
水道ビジョン 
生活排水処理アクション
プログラム 

◇亀山市駅周辺市街地再
開発基本計画の策定 

◇市営住宅の民間活用や
空き家情報バンク等の取
組による住宅セーフティ
ネットとしての制度確立 

◇充実した補助制度による
木造住宅の耐震化促進 

◇井田川・能褒野処理分
区等、約１３０ｈａの公共
下水道の供用開始 

◇公共下水道事業の企業
会計への移行 

◇亀山駅周辺整備に向け
た関係者との更なる調整
及び諸課題の整理 

◇効果的な誘導施策によ
る民間宅地開発におけ
る偏りの解消 

◇景観形成に対する意識
の高揚と人材確保 

◇空き家情報バンク制度
の利用促進 

◇水道施設の老朽化に伴
う事業経営の圧迫への
対応 

◇下水道事業における健
全な経営運営及び中長
期整備計画の見直し 

 
[総額：144億3,523万円] 

, 
前期：83億8,456_万円 
後期：60億5,067_万円 
 
 

[主な実施事業] 
斎場建設事業 
JR 亀山駅バリアフリー化促進
補助金交付事業 
庁舎建設基金積立事業 
亀山駅再生整備事業 
都市計画見直し事業 
景観計画策定事業 
民間活用市営住宅事業 
住宅リフォーム助成事業 
地震対策・木造住宅耐震化補
強事業 
公共施設耐震化事業 
公共下水道事業 
農業集落排水整備事業 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○大阪と名古屋の中間に位置
し、幹線道路や国県道が充
実している 

○不動産が安い 
○北東部を中心に宅地造成が
進んでいる 

[弱み] 
○中心市街地の土地利用が不
十分で活気がない 

○北東部への人口集中がイン
フラ整備の効率性に影響を
及ぼしている 

○老朽化に伴う施設の更新や
維持管理に多大なコストを要
する 

[機会] 
○コンパクトシティの推進 
○都市計画法等の愛性による
大規模集客施設の郊外出
店規制、都市機能の集約と
中心市街地再生 

○都市住民の地方移住志向
の高まり 

 [脅威] 
○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○人口減少に伴う空き家の増
加 

 

■空き家の有効活用による
都市機能の集約 

■空き家対策と移住施策の
連携による過疎地域の活
性化 

■コンパクトなまちづくりと居
住と都市機能の誘導の推
進 

■開発等への適切な規制
策と誘導策による計画的
な土地利用の促進 

 [道路・交通ネットワークの形成] 
新たな国土軸の形成 
道路網の整備 
公共交通機関の整備 

 
 
交通バリアフリー構想 
地域公共交通再編計画 

◇亀山西ジャンクションの
フルジャンクション化の
決定 

◇リニア基金への着実な積
み立て 

◇市道野村布気線の用地
買収における契約締結
及び基本的な合意形成
の確立 

◇都市計画道路の見直し
の実施及び見直し対象
路線の公表 

◇市道和賀白川線の供用
開始 

◇計画的な橋梁の耐震化
及び長寿命化の実施 

◇亀山市地域公共交通計
画の策定及び計画に基
づく一部路線の再編 

◇ＪＲ下庄駅前の舗装整備
に伴う自転車置場の整
備 

 

◇リニア中央新幹線の三
重・奈良ルートの早期決
定に向けた関係団体との
連携強化及び積極的な
誘致活動の展開 

◇市道和賀白川線の国道
１号以北の早期供用 

◇国交付金の配分率減少
に伴う事業進捗の遅延 

◇地域公共交通の役割・
守備範囲の明確化及び
様々な輸送手段を組み
合わせた効果的な仕組
みづくりの再検討 

 

 
[総額：66億  505万円] 

 
前期：24億1,717万円 
後期：41億8,788万円 
 
 

[主な実施事業] 
リニア中央新幹線駅整備基金
積立事業 
和賀白川線整備事業 
野村布気線整備事業 
道路新設改良事業 
（椿世道線、田村みずほ台線、
道野１２号線、） 
橋梁耐震化補強事業 
橋梁長寿命化事業 
舗装老朽化対策事業 
地域生活交通再編事業 
 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○幹線道が直結する交通の要
衝であり、アクセスや物流面
に優れている 

○３方面の鉄道結節点であり、
市内にＪＲ駅が５駅ある 

○観光目的による鉄道利用が
ある 

○「さわやか号」が市中心部の
移動手段として定着している 

○営業バス路線２線の運行が
継続されている 

[弱み] 
○バス利用者が減少傾向にあ
る 

○マイカー依存の生活スタイル
が定着している 

○市域面積が広いため、効率
的なアクセス確保が図りにく
い 

 

[機会] 
○新名神高速道路の平成３０
年度の全線開通に向けた動
き 

○趣味を通じた鉄道への関心
の高まり 

○ＮＰＯ等による地域交通確保
の動き 

[脅威] 
○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○自家用車普及率の向上によ
る公共交通離れ 

○国交付金の配分率減少 

■国鉄の町に由来する地域資
源の保存・活用による観光
客の誘致 

■従業員用バスや保育園児
用バス等の活用による移動
手段の確保促進 

■地域運行バスの運営促進に
よる地域ニーズに合わせた
バス運営の展開 

■鉄道、バス等の多様な公共
交通サービスの相互連携 

第１次総合計画（後期基本計画）の総括 資料２ 
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後期基本計画の骨格（現計画） （参考） 

関連分野別計画 

第１次総合計画の総括  第２次総合計画・前期基本計画における方向性 

基本施策の大綱 基本施策 主な成果 主な課題 事業投資概要  活用すべき経営資源 市を取り巻く外部環境 新たな施策展開の視点 

市民参画・協働

と地域づくりの推

進 

地域コミュニティの活性化 
市民参画・協働と交流の場の創
造 
人権の尊重 
男女共同参画の推進 
多文化共生の推進 
情報の提供と共有 

 
協働の指針 
人権施策基本方針 
男女共同参画基本計画 
 
 

◇自分たちの住む地域に
ついて自ら考え、責任を
持って行動する地域まち
づくり協議会の全地区で
の設立 

◇地域まちづくり協議会が
公共性を備えた団体で
あることを明文化する地
域まちづくり協議会条例
の制定 

◇川崎、神辺、関南部地
区のコミュニティセンター
建設により、全地区の活
動拠点整備が完了 

◇市民が市民活動を応援
できるしくみとして、市民
活動応援制度を開始 

◇一人ひとりの人権が尊重
される亀山市をつくる条
例の制定、同条例に基
づく市人権施策基本方
針の策定 

◇働く環境づくり懇話会を
設置して、ワーク・ライフ・
バランスに関する意見交
換の実施 

◇外国人の生活向上策と
して、かめやまニュース
の発行およびポケットメ
ール配信サービスの実
施 

◇亀山西学校を拠点校とし
た日本語を話せない子
どもたちへの学習支援 

◇ホームページのリニュー
アルによる見やすさ向上
（ＹouＴube を活用した動
画配信） 

◇市公式フェイスブックペ
ージの開設 

◇市役所、道の駅、観光協
会にインターネット接続
のフリースポットを設置 

 
 

◇地域活動の活性化を促
進する地域予算制度の
早期完成 

◇地域の担い手となる人
材を育成するための支
援策の強化 

◇地域まちづくり協議会が
自主的な活動を行いや
すいよう、庁内体制の整
備 

◇コミュニティ施設の老朽
化に対応した計画的な
施設整備 

◇コミュニティ施設におけ
る新たな市民サービスの
提供についての検討 

◇市民活動団体の実情に
応じた今後の協働のあり
方を検討するため、現行
制度の検証や見直し 

◇市民活動応援制度の更
なる周知と市民一人ひと
りが応援できるしくみとし
て制度の検証と改善 

◇若い世代を含めた市民
レベルでの都市間交流
による地域の活性化 

◇市人権施策基本方針と
市の各種施策が整合し
ているかの検証 

◇仕事と家庭の両立に向
けた意識改革と環境づく
り 

◇日本人の外国人とのコミ
ュニケーション力の向上
や多文化共生への理解
度の向上 

◇生活支援にとどまらない
外国人との共生社会の
構築 

◇情報発信の根幹をなす
市のシティプロモーション
の考え方が必要 

◇市全体のＩＣＴ活用に向
け、亀山地域エンパワー
メントプランを継ぐ計画づ
くりと具体的な取組が必
要 

 

 
[総額：19億  951万円] 

 
前期：13億8,551万円 
後期：_ 5億2,400万円 
 
 

[主な実施事業] 
（仮称）まちづくり基本条例の策
定 
まちづくり基本条例推進事業 
地域コミュニティのしくみづくり
支援事業 
地区コミュニティセンター充実
事業 
市民活動応援事業 
ケーブルテレビ活用促進事業 
行政情報提供事業 
ホームページ情報発信事業 
シティプロモーション戦略策定
事業 
 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○地域まちづくり協議会の全地
区での設立 

○地域単位の活動拠点（コミュ
ニティ施設）が一定整備でき
た 

○市民活動の拠点施設として
「みらい」が存在する 

○地域担当職員制度による地
域活動の支援 

○「家族の時間づくりの日」の取
り組み（有給休暇取得促進、
ワーク・ライフ・バランスの推
進） 

○フェイスブックによる双方向
性の広聴機能 

○ケーブルテレビ網が整備さ
れ、一元的な情報発信が可
能 

 
 
[弱み] 
○地域まちづくり協議会の活動
に、個人間や地域間で温度
差がある 

○地域まちづくり協議会に対す
る窓口の一本化が整備でき
ていない 

○市民活動施設の利用の偏重
（無料施設の利用過多、有
料施設の運営圧迫、施設本
来の設置目的の再確認の必
要性） 

○市民参画や市民協働に対す
る考え方への対応の遅れ
（協働事業提案制度の件数
減少） 

○地域の人材（リーダー含む）
を育成できていない。育成シ
ステムもない。 

○外国人の定住に対する市の
考え方が定まっていない。 

○男女が生き生き輝く条例が
制定されたが十分な広がり
が出ていない。 

○情報発信の根幹となるシテ
ィプロモーションの戦略的な
考え方がない。（効果やター
ゲットの明確化） 

○地域エンパワーメントプラン
に続く計画がない 

○みらいや観光施設に公衆無
線ＬＡＮがない 

 
 

[機会] 
○市民の主体的な盛り上がり
による自治意識の高まり 

○お互いさまの精神や支え合
い・助け合い意識の再構築 

○まち・ひと・しごと創生法の施
行、総合戦略の実践 

○女性活躍推進法の施行 
○高度情報化への対応 
○スマートフォン、タブレット端
末の普及 

○都市部からの移住者の出現 
 
 
[脅威] 
○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○地方財政の立て直し 
○自治会への未加入など地域
活動やまちづくりへの参画に
対する無関心層と関心の高
い層との二極化 

○地域コミュニティに対する関
心を持つ市民の減少 

○企業の業績悪化、不景気の
影響 

 

■地域まちづくり協議会の自立
した活動の促進 

■市民活動の流れの捉え直し
と行政支援による活性化 

■地域を楽しむ風土づくりと積
極的な地域活動の促進 

■市民参画の意識を高めた、
地域の絆な結びつきの強化 

■個々の能力や特性を発揮し
て女性が活躍できる機会づ
くり 

■外国人の定住者や観光客と
共生できる施策の推進 

■ターゲット別の情報発信と交
流促進 

■市の魅力を発信するシティ
プロモーションの展開 

■地域に責任感を持ち、人と
のつながりを大切にする移
住促進策の検討（移住者と
の摩擦の未然防止） 
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後期基本計画の骨格（現計画） （参考） 

関連分野別計画 

第１次総合計画の総括  第２次総合計画・前期基本計画における方向性 

基本施策の大綱 基本施策 主な成果 主な課題 事業投資概要  活用すべき経営資源 市を取り巻く外部環境 新たな施策展開の視点 

健康で自然の恵

み豊かな環境の

創造 

健康づくりの推進 
地域医療の充実 
循環型社会の形成・エコシティの
実現 
自然との共生 
防災力の強化 
地域安全の充実 

食育推進・健康増進計
画 
地域医療再構築プラン 
環境基本計画 
地球温暖化防止対策地
域推進計画 
一般廃棄物処理基本計
画 
消防力充実強化プラン 
地域交通安全計画 

◇健康づくりのてびきなど
の周知により、がん検診
の受診率が向上 

◇全国的に見ても高い接
種率を実現し、地域での
疾病流行や重症化を予
防 

◇健康づくり応援隊養成講
座を開講し、地域での健
康づくりのキーパーソン
を養成 

◇医療センターにおける全
部適用の導入 

◇多職種連携会議等の継
続実施 

◇救急ワークステーション
の本格運用 

◇三重大と連携した亀山
地域医療学講座の継続 

◇７５歳以上を対象とした
健康相談のコールセンタ
ー（24Ｈ・365日）の開設 

◇環境活動ポイント制度の
実施による家庭での地
球温暖化防止活動の活
性化の促進 

◇ＥＭＳ導入支援による中
小企業の環境に配慮し
た経営体制の促進 

◇ペットボトル等の分別収
集や使用済ｌ小型電子機
器の拠点回収の開始 

◇廃棄物処理施設の基幹
的設備改良による施設
延命化 

◇自然公園等を活用した
積極的なイベント開催 

◇指定避難所への防災倉
庫設置及び必要備品の
配備 

◇防災マップ等の作成・全
戸配布 

◇災害時要援護者サポー
ト事業実施要綱の策定 

◇消防司令センターの高
機能化 

◇北東分署の建設・開署 
◇救急ワークステーション
の本格運用開始 

◇伝建地区や社会福祉施
設の警防活動計画の策
定及び訓練の実施 

◇犯罪のない安全で安心
なまちづくり条例の制定 

◇関係機関との連携によ
り、カーブミラーなど交通
安全対策を講じた。 

 

◇定期的な受診行動や健
診の重要性の理解のた
め、継続した周知 

◇健康づくり応援隊の実施
手法の工夫 

◇健康都市連合日本支部
大会に参加した団体が
健康づくりのパートナーと
して活躍できるしくみづく
り 

◇医師の安定的な確保と
経営の健全化 

◇地域包括ケアシステム
の実現に向けた専門的
能力を持った担当者の
配置・育成や対象患者
の情報を一元管理するし
くみづくり 

◇多様な主体に対する環
境活動への理解促進 

◇市民大学キラリにおける
内容や役割の明確化 

◇廃棄物処理施設におけ
る他の設備・機器の計画
的な更新 

◇環境教育で得た経験を
活かす場の提供 

◇自然資源をより有効的に
活用するための手法検
討 

◇総合的な防災情報伝達
システムの構築 

◇災害対応従事者の能力
向上 

◇各種事務の業務継続計
画（ＢＣＰ）の策定 

◇公共施設等における非
構造部材の耐震化 

◇自主防災組織の結成促
進・育成強化 

◇災害ボランティアの受入
体制の整備 

◇消防団の更なる充実強
化のための方向性の検
討 

◇振り込め詐欺等の特殊
詐欺に対し、関係機関と
の連携を図る 

◇交通安全に対する継続
的な啓発活動の展開 

 
[総額：71億8,058万円] 

 
前期：15億4,018_万円 
後期：56億4,040_万円 
 
 

[主な実施事業] 
特定健康診査・特定検診事業 
救急医療設備整備費補助金 
三重大学亀山地域医療学講座
支援事業 
病院総合情報システム更新事
業 
ごみ溶融処理施設長寿命化事
業 
飛灰再資源化事業 
し尿処理施設長寿命化事業 
森林環境創造事業 
森林公園・整備活用事業 
防災基盤整備事業 
三重県消防救急無線デジタル
整備事業 
北東分署建設事業 
公共施設AED設置事業 
地震対策・木造住宅耐震化補
強事業（再掲） 
 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○健康都市連合に加盟し、地
域の健康づくりを支える人材
育成が始動 

○予防接種の接種率が全国と
比較して高い 

○医療センターとあいあいが近
接しており、連携ができる 

○医療と救急との連携が良好 
○保健・福祉・医療の連携とし
て、地域包括ケアシステム
の構築に向けた取組が順調 

○森林公園・里山公園等の自
然に触れられる施設が多くあ
る 

○自然保護や環境保全に対す
る市民意識が高い 

○ごみ溶融処理施設がり、飛
灰再資源化処理により最終
処分量ゼロを達成・維持して
いる 

○内陸部に位置し、地震災害
等に対するリスクが少ない 

○公共建築物の耐震化が完了
している 

○多くの自治体等と災害時相
互応援協定を締結している 

○市民の救急知識や技術の普
及率が高い 

 
[弱み] 
○地域主体の健康づくり活動
が全市的な展開に至ってい
ない 

○生活習慣病予防のための特
定健診の受診率が低い 

○大規模な総合病院が市内に
ない 

○一人暮らし高齢者や高齢者
のみ世帯の増加 

○医療費給付が増加 
○農地や森林の手入れが行き
届いておらず、公益的機能
が十分発揮できていない 

○環境教育がマンネリ化の傾
向にある 

○ごみ溶融処理施設の設備更
新や維持管理に多大なコスト
を要する 

○本庁舎や消防本部など、災
害対応拠点となる公共施設
の耐災害性が高くない 

○土砂災害指定区域が多い 
○発災後における具体的な行
動計画の策定が進んでいな
い 

[機会] 
○市内において、地域まちづく
り協議会が全地区で設立 

○健康志向の高まり 
○食事や運動など健康意識が
高まるなか、生活習慣病や
メタボ対策の推進 

○地域における医療及び介護
の総合的な確保を推進する
ための関係法律の整備等に
関する法律の制定 

○介護保険法改正への対応 
○長寿命化が進む中、介護予
防、生活支援等の高齢者福
祉サービス需要の高まり 

○こころの健康ケアへの意識
の高まり 

○自然保全や生物多様性に
関する社会的関心の高まり 

○ＣＯＰ２１温室効果ガス削減
目標に対する森林吸収源対
策による公益的機能の発揮
への期待 

○安心・安全まちづくりへの市
民の関心の高まり 

○土砂災害防止法改正による
警戒区域指定の加速 

 
[脅威] 
○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○家族や地域の変化（単独世
帯、特に高齢者単独世帯の
増加） 

○2025 年問題への対応（団
塊世代が75歳を迎える） 

○高速交通網の整備等に伴う
開発圧力の増大 

○PM２．５大気汚染の深刻化
に伴う影響の拡大 

○外来種の増殖などによる生
物多様性の低下 

○ゲリラ豪雨の頻発や台風の
巨大化 

○南海トラフ地震等、直下型地
震等の発生への懸念 

○消防団員の減少 

■健康都市連合加盟都市とし
て、まち全体における健康づ
くり活動の展開 

■地域主体の健康づくり活動
を支える人材育成 

■こころの健康と自殺対策 
■医療センターとあいあいを拠
点とした地域包括ケアシス
テムの確立 

■医療センターと大規模病院
との連携強化（急性期と回復
期による役割分担など） 

■環境保全活動を担う若い世
代の人材育成 

■環境教育の実施手法の見
直し 

■市民、事業者等との環境面
での連携強化 

■農地、森林が有する多面的
機能の持続的発揮 

■ごみ溶融処理施設の効果的
かつ経済的な維持管理と設
備更新 
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後期基本計画の骨格（現計画） （参考） 

関連分野別計画 

第１次総合計画の総括  第２次総合計画・前期基本計画における方向性 

基本施策の大綱 基本施策 主な成果 主な課題 事業投資概要  活用すべき経営資源 市を取り巻く外部環境 新たな施策展開の視点 

生きがいを持て

る福祉の展開 

生涯学習の推進 
スポーツの推進 
地域福祉力の向上 
高齢者の多様な生活スタイルの
支援 
障がい者の社会参加の促進 
社会保障の充実 

生涯学習計画 
スポーツ推進計画 
地域福祉計画 
高齢者保健福祉計画 
障がい福祉計画 

◇市の実施する多様な講
座情報の集約と一元化 

◇図書館の施設改修と新
システム導入による利便
性の向上 

◇ブックスタート事業、ファ
ミリー読書リレーによる読
書習慣の醸成 

◇総合型地域スポーツク
ラブの創設及び運営を
支援し、市内 2 クラブが
活動 

◇体育協会や指定管理者
などが主催する大会や
教室により、市民に幅広
いスポーツの機会を提
供 

◇運動施設の予約状況を
ＨＰで確認できるよう、利
便性の向上を図った 

◇地域の支え合いや助け
合いとしてコミュニティ単
位の福祉委員会におい
て、見守りや訪問活動を
実施 

◇市内小中高の16校を福
祉協力校に指定し、様々
な体験を通して福祉教
育を推進 

◇複合的な課題を抱えた
生活困窮者に対して、包
括的・伴走的な自立相
談支援を行い、孤立の
防止と社会参加への取
組を実施 

◇地域包括支援センター
での高齢者相談や在宅
介護支援センターとの連
携による生活支援 

◇在宅医療連携システム
「かめやまホームケアネ
ット」による在宅医療の推
進 

◇認知症サポーター養成
講座や認知症カフェの開
催、認知症初期集中支
援チームの設置による
認知症対策の充実 

◇障害者総合相談支援セ
ンター「あい」による相談
支援 

◇県制度に加え、市単事
業で障害の程度や中学生
への医療費の助成 
◇ひとり親家庭への手当や
助成金による経済的負
担の軽減 

◇各種講座参加者等が固
定化し、広がりが少ない 

◇学習成果を地域へ還元
するしくみづくり 

◇図書館の移転統合と新
たな図書館のあり方の検
討 

◇総合型地域スポーツク
ラブの安定した自主運営
のため、継続した支援 

◇スポーツ関係団体の組
織強化と若い担い手や
指導者の育成 

◇民生委員児童委員の活
動内容や必要性の説明 

◇地域における交流の場
や居場所となるサロン活
動の拡大に向けた支援 

◇介護度が要支援から要
介護へ移行する人の割
合が高い、介護度の重
症化傾向 

◇介護保険法の改正によ
る新しい総合事業の導
入を控えた介護予防事
業の再編 

◇高齢者の外出や買い物
など、移動手段の確保に
向けた現行制度の抜本
的な見直し 

◇障がい者の一般就労で
きる場の確保 

◇精神障害者の相談件数
増加に対応できる庁内
体制の整備 

◇福祉医療費助成金制度
の検証と見直し 

◇医療費助成の窓口無料
化の検討 

◇ジェネリック医薬品の普
及と特定保健指導の未
受診者対策に向けた取
組の推進 

 

 
[総額：44億3,547万円] 

 
前期：32億  178万円 
後期：12億3,369万円 
 

[主な実施事業] 
鈴鹿峠自然の家天体観測設備
整備事業 
図書館改修事業 
総合型地域スポーツクラブ育
成事業 
西野公園体育館大規模改修事
業 
亀山市社会福祉センター外壁
改修工事助成事業 
介護予防事業 
地域包括支援事業 
地域生活支援事業 
福祉医療費助成事業 

（子ども・障がい者） 
生活困窮者自立支援事業 
 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○多様な生涯学習講座の展開 
○図書館・歴史博物館など社
会教育施設の充実 

○総合型地域スポーツクラブ
が自主的に魅力ある企画を
提供している 

○本市の周辺地域と合わせる
と運動施設は一定揃ってい
る 

○福祉医療の助成が充実 
○あいあいを拠点に、福祉・健
康・子育てのサロンが充実 

○生活困窮者に対して必須事
業に加え、任意事業も実施 

○地域包括支援センターによ
る在宅高齢者支援の推進 

○地域包括支援センターの直
営運営により、緊密度が高い 

○かめやまホームケアネットに
よる在宅医療の推進 

 
[弱み] 
○市民大学キラリを核とした学
びの体系づくりが弱い 

○図書館の蔵書等の機能が飽
和状態になりつつある 

○総合型地域スポーツクラブ
の安定経営が厳しい 

○一人暮らし高齢者や高齢者
のみ世帯の増加 

○医療費給付が増加 
○民生委員児童委員の後任者
の確保が困難 

○高齢者・障がい者の移動手
段が少ない 

○障がい者が入所できる施設
が少ない 

○精神障がい者による相談件
数の増加 

○要支援から要介護へ移行す
る人の割合が高い 

○子どもの貧困問題について、
実態把握ができていない 

○市民のこころの相談窓口の
体制が弱い（人員配置と相
談量の乖離） 

○ボランティア団体や福祉団
体などの関係者の次世代育
成が進んでいない 

 

[機会] 
○公立図書館運営の多様化
の流れ 

○学習成果を地域へ活かす地
方創生の流れ 

○2020 年東京オリンピック・パ
ラリンピックの開催 

○三重県での高校総体
（H30）、国体（H33）の開催 

○健康志向の高まり 
○介護保険法改正への対応 
○長寿命化が進む中、介護予
防、生活支援等の高齢者福
祉サービス需要の高まり 

○定年延長や長寿命化によ
る、元気な高齢者が健康で
生きがいを感じ、地域に役立
ち感を得られるような機会の
創出の高まり 

○生活困窮者自立支援法へ
の対応 

○子どもの貧困対策に関する
法律への対応 

○こころの健康ケアへの意識
の高まり 

 
 
[脅威] 
○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○家族や地域の変化（単独世
帯、特に高齢者単独世帯の
増加） 

○2025 年問題への対応（団
塊世代が75歳を迎える） 

○社会給付費の増大 
○買い物難民など日常生活へ
の支援ニーズの高まり 

○生活困窮者への自立支援
の必要性の高まり 

○若者のニート、引きこもりに
対する自立支援の必要性の
高まり 

 
 

■地域課題に即した「学び」の
提供と、「学び」を提供するさ
まざまな主体の育成 

■地域の「学び」による地域人
材育成のしくみづくり 

■図書館の持つ地域の学びの
拠点機能の強化 

■市民の多種多様なニーズに
応えた生涯スポーツ機会の
充実 

■スポーツや運動と長寿健康
づくりや介護予防との連携 

■する人、観る人、支える人の
視点に立った環境整備 

■法改正後の介護予防・日常
生活支援総合事業に対応し
た介護サービスの充実 

■介護サービス充実のための
地域包括支援センターの強
化 

■要介護とならないための予
防や自立支援の推進 

■在宅医療・介護の連携の推
進 

■生活困窮者に対する継続的
な支援 

■子どもの貧困問題に対する
対策の充実 

 
 

  



- 5 - 

 

後期基本計画の骨格（現計画） （参考） 

関連分野別計画 

第１次総合計画の総括  第２次総合計画・前期基本計画における方向性 

基本施策の大綱 基本施策 主な成果 主な課題 事業投資概要  活用すべき経営資源 市を取り巻く外部環境 新たな施策展開の視点 

次世代を担う人
づくりと歴史文化
の振興 

子どもたちの学びと健全育成 
子育て支援 
文化芸術の振興 
歴史文化の継承 
歴史的なまちなみの保存整備 
まちづくり観光の推進 

学校教育ビジョン 
子ども・子育て支援事業
計画 
文化振興ビジョン 
東海道歴史文化回廊基
本構想 
歴史的風致維持向上計
画 
観光振興ビジョン 

◇学校のコミュニティスク
ール化の推進 

◇保幼小接続カリキュラム
に基づく小学校での段差
解消 

◇学校施設の充実(亀山東
小学校増設、空調機整
備、飛散防止フィルムの
取付けなど)  

◇妊娠期からの継続した
育児支援の充実 

◇子ども総合センターを拠
点とした切れ目のない相
談体制の強化 

◇「みつめる」をテーマとし
たかめやま文化年２０１
４の実施による地域の文
化の再認識 

◇文化芸術活動拠点とな
る文化会館等の計画的
な施設整備 

◇文化会館指定管理者に
よる子どもワークショップ
の開催や市民ミュージカ
ル公演など子どもから大
人まで優れた文化芸術
に親しむ機会の提供 

◇IT 市史を活用した web
亀山こども歴史館の完成
や学校からの博物館利
用システムの構築など
学校との連携強化 

◇歴博開館20周年を記念
した企画展の開催 

◇鈴鹿関跡の国史跡指定
申請区域の測量完了 

◇伝統的建造物群保存修
理修景事業によるまちな
み保存 

◇平成23年度から実施し
てきた関宿内の防災調
査の完了 

◇重伝建選定 30 周年記
念シンポジウムの開催 

◇東追分鳥居の建替、お
木曳きの実施 

◇多門櫓修理工事の完成
による亀山城城郭エリア
の良好な景観整備と周
辺の回遊性の向上 

◇文化年、亀山紅茶、亀
山ラーメンなど新たな観
光資源の活用 

◇三重テラス、web 動画、
電子看板での映像放映
などシティプロモーション
の展開 

◇確かな学力・体力の向
上 

◇地域と学校との連携の強
化 

◇家庭における教育力の
更なる向上 

◇低年齢児保育や病時病
後時などの保育ニーズ
の多様化 

◇放課後の子どもの見守り
体制の構築 

◇文化政策の条例整備
は、文化振興ビジョンの
進捗状況を勘案しながら
必要性を検討 

◇次回のかめやま文化年
に向けて、市民への十分
な周知や団体間・地域
間での交流の強化 

◇市美術展や市民文化祭
の事業内容の見直しや
質の向上 

◇文化団体の新たな担い
手や後継者の確保 

◇亀山市歴史的風致維持
向上計画に位置付けた
事業の優先実施と波及
効果の拡大 

◇整備済み施設の公開活
用と市民や地域との連携 

◇屋根のない博物館事業
の地域への展開、進化 

◇関宿においてまちなみ
保存事業に関わる建築
士等の育成を進める 

◇関宿での防災意識の向
上 

◇亀山城周辺施設の管理
体制と公開活用方策に
ついて検討 

◇経済効果や資源保全な
ど、まちづくり観光の好循
環の形成に至っていない 

◇まちづくり観光のプロデュ
ーサーの確保 

◇観光だけでなく、まち全
体の魅力を発信するシ
ティプロモーションの必
要性 

 

 
[総額：107億 908万円] 

 
前期：61億1,662万円 
後期：45億9,246万円 
 

[主な実施事業] 

亀山中学校改築事業 

関中学校改築事業 

川崎小学校改築事業 

白川小学校耐震化補強事業 

中学校給食実施事業 

少人数教育推進事業 

学校図書館支援事業 

学校ICT環境整備事業 

個の学び支援j議用 

不妊・不育症治療費助成事業 

妊婦健康診査支援事業 

待機児童緊急対策施設整備事

業 

放課後子ども教室推進事業 

放課後児童クラブ整備事業 

文化会館大規模改修事業 

かめやま文化年事業 

市史編さん事業 

鈴鹿関跡範囲確認調査事業 

関の山車会館整備事業 

亀山城周辺保存整備事業 

関宿・周辺地域にぎわいづくり

推進事業 

まちづくり観光推進事業 

 

など 

 [強み] 
○特別支援教育における福祉
と教育の連携 

○接続カリキュラムの実践など
幼保と小学校の連携 

○地域人材を活用した講座な
ど、地域と学校の交流 

○学校教育に活かせる博物館
との連携体制が整っている。 

○子どもへの医療助成制度の
充実 

○文化による創造と交流を狙
ったかめやま文化年を官民
一体で実施 

○市民ミュージカル劇団の設
立など市民が運営の担い手
となる文化イベントが多い 

○東海道を軸にして関宿など
歴史文化資産が豊富 

○関宿のまちなみや亀山城の
復元など固有の資源を生か
した歴史まちづくりを展開 

○デジタル市史により、市内外
への情報発信 

○屋根のない博物館の創出に
よる学校との連携により、児
童生徒の郷土学習が充実 

 
 
[弱み] 
○基礎学力や体力が国・県の
平均に比べて低い 

○中学校給食が完全実施にな
っていない 

○病児・病後児保育などの保
育サービスが無い 

○低年齢児童を受け入れる施
設が不十分 

○放課後の小学生児童の総合
的な居場所が不足 

○豊富な歴史文化資産の PR
や観光面でのプロモーション
が苦手 

○観光業の展開が少ない、ま
ちづくり観光を推進してきた
が地域経済への効果が少な
い 

○観光面でのインフラが弱い
（地域交通、駐車場、案内表
示板、外国語対応） 

 
 

[機会] 
○子ども・子育て支援新制度
の開始 

○学校評価制度とコミュニティ
スクールの展開 

○地域の拠点としての学校へ
の期待の高まり 

○「Work Life Study Balance」
理念の浸透 

○「語る・作る・学ぶ」型の「安・
近・短ツーリズム」や「ウォー
キング型観光」の需要増 

○クールジャパン、ビジットジャ
パンによる外国人観光客の
増加 

○まちづくり観光と文化との連
携 

○かめやま文化年の開催 
 
 
[脅威] 
○児童生徒における、学力・体
力の低下 

○モンスターペアレントの増
加、家庭や地域における教
育力の低下 

○小一プロブレムの顕在化 
○虐待や育児放棄の増加 
○保育士、福祉人材の不足の
深刻化 

○子育て世代と地域社会の関
係の希薄化 

○本格的な人口減少・高齢社
会の到来 

○地域コミュニティに対する関
心を持つ市民の減少 

○文化関連活動の後継者不
足 

 
 

■市長と教育委員会の情報共
有・連携の強化 

■就学前教育の充実と家庭教
育力の強化 

■インクルーシブ教育の推進 
■学校施設の地域拠点機能
強化 

■学校給食の提供体制の見直
し 

■地域課題に即した青少年総
合支援センターの在り方の
見直し 

■地域とともに子どもたちを育
てるための学校の地域拠点
性の強化 

■「ゆるやかな放課後の居場
所づくり」の創出 

■子育て世帯の孤立防止対策
の推進 

■かめやま文化年をきかっけ
とする文化活動の活性化と
交流創出 

■まちへの愛着や余暇の楽し
みが持てるような歴史資源
の価値共有 

■小・中学校の郷土の歴史事
象を児童生徒に伝達するこ
とによる誇りや愛着の育み 

■行政と観光協会など地域が
一体となった観光地域づくり 

■地域経済への好影響を狙っ
た観光策の強化 

■まちづくり観光の新たな展開 
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後期基本計画の骨格（現計画） （参考） 

関連分野別計画 

第１次総合計画の総括  第２次総合計画・前期基本計画における方向性 

基本施策の大綱 基本施策 主な成果 主な課題 事業投資概要  経営資源の状況 市を取り巻く外部環境 新たな施策展開の視点 

行政経営 自立した行政経営の推進 行財政改革大綱 ◇建築行政に関する限定
特定行政庁の設置 

◇窓口アンケートや接遇研
修などを通じた窓口対応
の質の向上 

◇コンプライアンスの取組
の方向性や対応方法な
どの庁内共有 

◇「受益者負担の適正化
に関する基準」に基づく、
受益者負担の適正化 

◇公共下水道事業の企業
会計への移行 

◇病院事業への地方公営
企業法の全部適用と病
院事業管理者の設置に
よる病院経営体制の強
化 

◇行政評価システムの定
着化 

◇人材育成基本方針に基
づく計画的な人材育成 

 

◇マイナンバー制度のスタ
ートする中、個人情報の
保護の徹底を図るため
の更なるセキュリティ対
策の強化 

◇マイナンバーの活用した
行政手続きの簡素化な
ど市民の利便性向上 

◇市税や普通交付税など
の一般財源収入の減少 

◇各企業会計の独立採算
制の確保 

◇より効果的な施策推進に
向けた評価システムへ
の見直し 

◇公共施設等総合管理計
画の策定と実践 

◇的確な業務量把握に基
づいた適正な定員管理
とより効果的な組織体制
の構築 

 
[総額：19億9,554万円] 

 

前期： 9億1,059万円 

後期：10億8,496万円 

 

[主な実施事業] 

地価調査・地番図作成事業 

戸籍電算化事業 

道路台帳整備事業 

行政経営品質向上事業 

窓口業務改善庁舎改修事業 

市税等コンビニ収納事業 

本庁舎設備等改修事業 

行政情報システム事業 

 

など 

 
 
 
 
 
 
 

[強み] 
○国や他の自治体などとの活
発な人事交流 

○行財政改革推進本部を中心
とした全庁的な推進体制 

○コンプライアンス関連規定の
制定などのしくみの整理 

○日曜窓口の開設による市民
視点に立った行政サービス
の実施 

○情報公開制度の充実 
○高水準の地図情報公開シス
テムの稼働 

 
[弱み] 
○職員の体系的な能力育成の
ための研修体系が弱い  

○育児休業等による職員補充
のしくみが確立されていない 

○基幹税目の固定資産税（償
却資産）への景気の影響が
大きい 

○公共施設の老朽化の進行と
将来の更新コストへの不安 

○新たな外部委託などの民間
活力の活用の停滞 

○中長期的な企業会計への経
営見通しの不安 

○本庁舎のスペース、バリアフ
リーの面の機能低下 

[機会] 
○地方分権改革の推進に伴う
市の裁量の拡大 

○ＩＣＴ社会の進展による自治
体ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀの活用と双方
向ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

○ふるさと納税制の拡充 
○地方創生の推進（１億総活
躍社会の推進） 

 
[脅威] 
○本格的な人口減少への突
入と自治体間競争の激化 

○地方財政の悪化、立て直し
の必要性 

○行政の説明責任（ｱｶｳﾝﾀﾋﾞﾘ
ﾃｨ）の必要性が増大 

○収入減少と義務的経費（扶
助費、物件費等）の増大 

○基礎自治体の役割拡大と行
政に対する市民ﾆｰｽﾞの拡
大・多様化 

○東南海地震の高い発生可能
性と震災被害の懸念 

○社会保障と税の一体改革へ
の対応 

 

■国や他の自治体などとの人
事交流を行うことにより、地
方分権改革に対応できる人
材を育成 

■使用料や手数料等など受益
者負担の適正化やふるさと
納税の拡大など自主財源の
確保 

■民間活力の導入を図り、行
政サービスの質の向上や効
率化 

■住民票などのコンビニ交付
の検討 

■現在公開している地図情報
システムでの公開情報の充
実を図り、市民への情報提
供の充実 

■育児休業取得者の適切な
補充体制を整備と復職支援
の充実 

■市税等のクレジットカード収
納を利用などして収納対策
の強化 

■効果的に職務能力を養成で
きる研修体制を構築 

■さまざまな災害や有事の際
に迅速かつ的確に業務を遂
行できるよう職員の危機管
理意識の向上 

■マイナンバー制度施行に伴
う個人情報管理に適切に対
応できるよう、セキュリティ対
策の強化と、制度を活用した
市民サービスの充実 

■公共施設の利用目的、利用
状況を鑑み、公共施設の集
約化や複合化、統廃合 

■業務効率・セキュリティ対
策・バリアフリーの観点から、
市庁舎の機能強化 

 

 


